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第 1章 福崎町工業用水道事業 

経営戦略 
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平成 31 年 3 月

令和 元 年度 令和 10

１．事業概要

（１）

① 給水

／日

② 施設　

′表流水　、　′ダム　、　■伏流水　、　■地下水　、　′湖沼水　、　′その他

／日

③ 料金

④ 組織

（２）

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

平　成　29　年　4　月　1　日　

福崎町工業用水道事業は、管理者の下で水道事業と一体となった事業運営を行っている。損益勘定所属職員は１名が所属してい
る。

これまでの主な経営健全化の取組

・老朽化の解消、管路の耐震化整備として、平成15年度と平成22年度にダクタイル鋳鉄管（NS-DCIP)、平成26年度
と平成27年度にダクタイル鋳鉄管（GX-DCIP）を採用した老朽化管路の更新整備を実施した。
・上記整備に伴い増加した費用（減価償却費等）に対応するため、平成29年度には約40％の料金改定を実施した。

料 金 体 系 の
概要・考え方

平成29年4月1日に料金改定を実施した。負担増大に配慮し資産維持費は計上していない。
料金体系は、二部料金制を採用しており、各単価設定は以下のとおり。
　基本料金　：　基本水量1立法メートルにつき　21円
　従量料金　：　実使用水量1立法メートルにつき　14円
　超過料金　：　基本使用水量を超える1立法メートルにつき　48円
基本料金と従量料金及び超過料金を合計した額に100分の108を乗じる。
この場合において10円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる。

ｍ配水池設置数 1

現在配水能力 4,000 ／日 計 画 配 水 能 力 4,000

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 52 年 4 月 1 日 契 約 水 量 1,890

水 源

施 設 数
浄水場設置数 2

管 路 延 長
送水管：3,632
配水管：6,859

給 水 先 事 業 所 数 30 一日平均配水量 1,649

別添３－１

　福崎町工業用水道事業経営戦略
( 福崎町工業用水道事業 )

団 体 名 ： 　福崎町

事 業 名 ： 　工業用水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度
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（３）経営分析

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

料金収入の見通し

組織の見通し

現在、工業用水道事業は1名の所属で、今後もこの体制で運営を行っていく予定とする。

今後の水需要が横ばいで推移すると見
込んでおり、現時点で料金値上げの予定
は無いため、料金収入の見通しも横ばい
で推移すると見込んでいる。

施設の見通し

過去3年間の施設利用率（配水能力／平均配水量）は40.5％～42.5％である。
実質使用可能水量は2,000 /日であり、配水能力に多くの余力はない。
平成29年度の管路耐震化率
は34.5％となっている。
再取得価格で評価した固定資
産額は、1,444,000千円であり、
将来発生する更新需要費は、
平均して32,000千円/年と見込
んでいる。

料 金 回 収 率

【上記の指標等を踏まえた経営分析】
平成29年度から、約40％の値上げ改定をしたことで、料金収入が、8,072千円増加している。その結果、純損益はプ
ラスに転換、経常収支比率も100%を上回り、経営の健全化が図られている。
現在配水能力に対する契約率、施設利用率が共に50%を下回っているが、２つの水源のうち、第１水源は水源水質
が悪く、除濁処理をしなければ配水できない状況である。浄水処理施設を導入するためには莫大なコストがかかる
ため、この第１水源の水の使用は考えていない。そのため、平成29年度の実質の契約率は94.5％、施設利用率は
82.5％となっている。

水需要の予測

水需要実績に基づいて将来の水需要を
予測した。近年の傾向が概ね横ばい傾
向であり、今後もこの傾向が続くと見込
んでいる。

固定資産に対する
建設仮勘定の割合

現在配水能力に対
す る 契 約 率

現在配水能力に対
する施設利用率

43.5

50.5

42.5

69.0

0.0

49.8

40.5

62.3

0.0

47.3

41.2

74.7

※経営分析に用いる指標については、総務省が毎年度公表している「工業用水道事業経営指標」等を参考に各団体、各施設の実
情に応じて適切なものを選択すること。

料 金 収 入

純 損 益

経常収支比率

項　　目 備考平成29年度平成28年度平成27年度

23,139

658

102.0

23,105

-108

99.7

31,177

3,418

108.2

（年度）

（年度）

（年度）

（年）
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目
標

財源内訳は、企業債および自己財源（内部留保資金）とする。

計画期間内における建設投資の財源は、建設改良に対して50％の企業債を発行したうえで、不足額は自己財源（内部留保資金及
び消費税調整額）からの補填を予定する。

・人件費
　職員人数は1名で横ばいとしたうえで、昇給率0.5％/年を見込む。

・動力費
　有収水量変動と物価変動に比例して増減すると仮定した。

・減価償却費および長期前受金戻入
　既存施設（平成29年度までに取得した資産）の減価償却予定額および長期前受金戻入予定額に、新規取得施設（平成30年度以
降に取得する予定の資産）の減価償却額見込額および長期前受金戻入見込額を合算した。

・その他（委託料、修繕費及び材料費、負担金、資産減耗費など）
　過去の実績平均額が横ばいで推移すると仮定した。

①　収支計画のうち投資についての説明

目
標

令和7年度から令和13年度にかけて老朽管路の更新整備を行う予定である。また、その他の機器・設備更
新費として、5,000千円/年を予算計上する。

計画期間（令和元年度～令和10年度）内に、以下の建設投資を予定とする。
　　・管路整備等事業：216,000千円（54,000千円×4年間、令和7年度～令和10年度、消費税抜き）
　　・その他整備事業：045,000千円（05,000千円×9年間、令和2年度～令和10年度、消費税抜き）

②　収支計画のうち財源についての説明

日本の工業用水道事業は、地盤沈下対策や地域経済の活性化を図るための産業基盤施設として経済の発展に大きく貢献してき
た。しかし、近年の工業用水道事業では、産業構造の変化に伴う企業の撤退や節水型機器の普及等を背景とした料金収入の減
少、高度成長期に整備した施設や管路の老朽化に伴う大量更新、耐震化や施設規模の適正化、技術の継承等多くの課題を抱えて
いる。

福崎町工業用水道事業では、管路の老朽化解消および耐震化整備として、平成15年度と平成22年度にダクタイル鋳鉄管（NS-
DCIP）、平成26年度と平成27年度にダクタイル鋳鉄管（GX-DCIP）を採用した老朽化管路の更新整備を実施した。
これら整備により増加した費用（減価償却費等）に対応するため、平成29年度には約40％の料金改定を実施、将来の事業運営に備
えた財政基盤の強化を行ったところである。今後、地域内の経済活性化を図るためにも、安定的な供給体制の確保と公営企業会計
としての独立採算を維持することを基本方針とする。

（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職 員 給 与 費 職員人数は現状維持としたうえで、昇給率0.5％/年を見込む。

そ の 他 の 取 組 特になし。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

今後の受水企業の経営状況の動向を把握し、その原因調査と対策を図り、進捗管理を行うととも
に、計画の達成度を評価し、5年程度に一度、事業計画や数値目標、年度目標等について見直し
（ローリング）を行う。

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料 民間委託についての研究を深め、より効率化できる業務を検討する。

修 繕 費 計画的な施設更新により、修繕費の抑制を図る。

動 力 費 省エネ機器の導入や電力契約の見直しの可能性を研究する。

事業運営に必要な資産を確保した上で、定期預金や債券運用について研究する。

そ の 他 の 取 組 特になし。

そ の 他 の 取 組 特になし。

料 金 料金改定を実施した直後であり、当面は、現行の料金水準を維持できるよう努力する。

企 業 債 資金残高を維持できる水準としたうえで、企業債の新規借り入れを抑え、支払利息の削減を図る。

繰 入 金 新たな繰り入れは想定していない。

資産の有効活用等（*）
による収入増加の取組

施設・設備の合理化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

受水企業や契約水量の減少が見込まれる場合には、配水池や配水管の更新時において、更新設
備の合理化を検討する。

施設・設備の長寿命化
等 の投資 の平 準化

アセットマネジメント計画に基づき、実耐用年数での更新を実施し、建設投資の平準化を図る。

施 設 の 共 用 化
施設の共用化については、福崎町水道事業と資機材の共用化を図っている。その他の項目につ
いては、必要に応じ検討する。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、
　　 赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

民間の資金・ノウハウ等の
活用（PFI・DBOの導入等）

今後の更新における施設整備の際には、ＤＢＯあるいは維持管理を含めたPFI導入について研究
する。
※PFI：ＰＦＩ法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術
　的能力を活用して行う手法
※DB0： ＰＦＩ事業者に設計（Design），建設（Build），運営（Operate）を一括して委ねる方式

施設・設備の廃止・統合
（ダウンサイジング）

各施設・設備が効率的に稼動されているか調査を行う。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％，消費税抜き）

年　　　　　　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　　分 （決算） （最終予算） （予算）
１． (A) 32,253 32,409 33,510 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084

(1) 31,177 32,038 32,435 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662
(2) (B) 1,076 371 1,075 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２． 13,082 14,390 13,030 11,554 10,982 10,982 10,982 10,636 10,507 10,498 10,382 10,144

(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 12,967 12,970 12,967 10,964 10,392 10,392 10,392 10,046 9,917 9,908 9,792 9,554
(3) 115 1,420 63 590 590 590 590 590 590 590 590 590

(C) 45,335 46,799 46,540 45,638 45,066 45,066 45,066 44,720 44,591 44,582 44,466 44,228
１． 40,351 44,563 43,220 39,964 39,548 39,693 39,892 39,746 39,815 41,318 42,714 43,938

(1) 9,796 9,845 9,894 9,943 9,992 10,041 10,090 10,139 10,188 10,237 10,286 10,335
4,622 4,645 4,668 4,691 4,714 4,738 4,761 4,784 4,807 4,830 4,853 4,876

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5,174 5,200 5,226 5,252 5,278 5,303 5,329 5,355 5,381 5,407 5,433 5,459

(2) 9,719 13,618 12,036 10,022 10,052 10,082 10,111 10,141 10,170 10,200 10,229 10,259
5,794 5,798 5,935 6,004 6,034 6,064 6,093 6,123 6,152 6,182 6,211 6,241
1,301 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2,624 6,808 5,089 3,006 3,006 3,006 3,006 3,006 3,006 3,006 3,006 3,006

(3) 20,836 21,100 21,290 19,999 19,504 19,570 19,691 19,466 19,457 20,881 22,199 23,344
２． 1,566 1,560 1,530 1,488 1,464 1,437 1,408 1,380 1,351 1,591 1,829 2,066

(1) 1,566 1,550 1,520 1,488 1,464 1,437 1,408 1,380 1,351 1,591 1,829 2,066
(2) 0 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 41,917 46,123 44,750 41,452 41,012 41,130 41,300 41,126 41,166 42,909 44,543 46,004
(E) 3,418 676 1,790 4,186 4,054 3,936 3,766 3,594 3,425 1,673  77  1,776
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,418 676 1,790 4,186 4,054 3,936 3,766 3,594 3,425 1,673  77  1,776
(I) 60,589 61,265 63,055 67,241 71,295 75,231 78,997 82,591 86,016 87,689 87,612 85,836
(J) 94,334 97,777 105,469 111,976 115,113 117,354 119,493 121,527 96,458 70,927 44,934 18,479

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K) 5,667 4,516 6,908 10,290 11,134 11,187 11,241 11,295 11,438 11,584 11,730 2,761

2,400 2,421 4,214 7,529 8,373 8,426 8,480 8,534 8,677 8,823 8,969 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,533 1,334 1,933 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 31,177 32,038 32,435 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662
- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) 31,177 32,038 32,435 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662

- - - - - - - - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

-- - - - - - - - - - -

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和2年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 収 益

-
 
6
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，消費税込み）

年　　　　　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　分 （決算） （最終予算） （予算）

１． 0 0 0 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
７． 1,448 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 1,448 0 0 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500
(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(C) 1,448 0 0 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500

１． 3,453 3,200 0 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 64,900 64,900 64,900 64,900
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 1,187 2,400 2,421 4,214 7,529 8,373 8,426 8,480 8,534 8,677 8,823 8,969
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 4,640 5,600 2,421 9,714 13,029 13,873 13,926 13,980 73,434 73,577 73,723 73,869
(E) 3,192 5,600 2,421 7,214 10,529 11,373 11,426 11,480 43,934 44,077 44,223 44,369

１． 2,936 5,363 2,421 6,714 10,029 10,873 10,926 10,980 38,034 38,177 38,323 38,469
２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 256 237 0 500 500 500 500 500 5,900 5,900 5,900 5,900

(F) 3,192 5,600 2,421 7,214 10,529 11,373 11,426 11,480 43,934 44,077 44,223 44,369
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 268,713 266,313 263,892 262,178 257,149 251,276 245,350 239,370 260,336 281,159 301,836 322,367

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　分 （決算） （最終予算） （予算）

0 1,300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 1,300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 1,300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和10年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度令和2年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和9年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     (D)-(C)
補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和7年度 令和8年度 令和9年度

他 会 計 負 担 金

令和10年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
 
7
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第２章 各種計算根拠 
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【財政収支予測の根拠シート】 
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【収益的収支計算表】

H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度最終予算 R元年度予算 R2年度 R3年度

給水収益 千円 22,506 23,347 23,139 23,105 31,177 32,038 32,435 32,662 32,662

その他営業収益 千円 140 4,797 611 486 1,076 371 1,075 1,422 1,422

小計 千円 22,646 28,144 23,750 23,591 32,253 32,409 33,510 34,084 34,084

受取利息及配当金 千円 58 56 56 56 40 40 40 53 53

千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期前受金戻入（既存） 千円 0 10,291 10,291 13,292 12,967 12,970 12,967 10,964 10,392

長期前受金戻入（新規） 千円 - - - - - 0 0 0 0

退職給与引当金戻入益 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑収益 千円 2,383 3 133 93 75 1,380 23 537 537

小計 千円 2,441 10,350 10,480 13,441 13,082 14,390 13,030 11,554 10,982

長期前受金戻入益 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他特別利益 千円 0 5,222 0 0 0 0 0 0 0

小計 千円 0 5,222 0 0 0 0 0 0 0

千円 25,087 43,716 34,230 37,032 45,335 46,799 46,540 45,638 45,066

人件費 千円 7,092 8,774 10,002 9,945 9,796 9,845 9,894 9,943 9,992

委託料 千円 319 650 1,169 480 588 644 641 641 641

修繕及び材料費 千円 56 2,208 260 1,233 1,301 1,012 1,012 1,012 1,012

動力費 千円 7,349 7,959 7,089 6,162 5,794 5,798 5,935 6,004 6,034

薬品費 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負担金 千円 55 55 55 55 55 55 55 55 55

有形減価償却費（既存） 千円 1,507 11,797 11,797 11,407 20,774 21,100 21,290 18,999 18,383

無形減価償却費（既存） 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減価償却費（新規） 千円 - - - - - 0 0 72 193

資産減耗費 千円 0 0 0 4,576 62 0 0 928 928

その他営業費用 千円 3,126 2,934 1,775 1,736 1,981 6,109 4,393 2,310 2,310

小計 千円 19,504 34,377 32,147 35,594 40,351 44,563 43,220 39,964 39,548

支払利息（既存） 千円 0 52 1,425 1,546 1,566 1,550 1,520 1,488 1,439

支払利息（新規） 千円 - - - - - 0 0 0 25

雑支出 千円 0 0 0 0 0 10 10 0 0

小計 千円 0 52 1,425 1,546 1,566 1,560 1,530 1,488 1,464

固定資産売却損 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他特別損失 千円 0 525 0 0 0 0 0 0 0

小計 千円 0 525 0 0 0 0 0 0 0

千円 19,504 34,954 33,572 37,140 41,917 46,123 44,750 41,452 41,012

収益的収支差額 千円 5,583 8,762 658 ▲ 108 3,418 676 1,790 4,186 4,054

【資本的収支計算表】

H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度最終予算 R元年度予算 R2年度 R3年度

千円 0 125,600 116,300 28,000 0 0 0 2,500 2,500

千円 0 21,600 0 0 0 0 0 0 0

千円 581 68,812 27,898 2,879 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 1,448 0 0 0 0

千円 0 7,233 2,232 231 0 0 0 0 0

千円 581 223,245 146,430 31,110 1,448 0 0 2,500 2,500

千円 553 206,963 142,966 32,754 3,197 2,963 0 5,000 5,000

千円 0 0 0 0 1,187 2,400 2,421 4,214 7,529

千円 - - - - - 0 0 0 0

千円 28 16,557 11,437 2,620 256 237 0 500 500

千円 581 223,520 154,403 35,374 4,640 5,600 2,421 9,714 13,029

資本的収支差額 千円 0 ▲ 275 ▲ 7,973 ▲ 4,264 ▲ 3,192 ▲ 5,600 ▲ 2,421 ▲ 7,214 ▲ 10,529

当年度分損益勘定留保資金 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減債積立金 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消費税調整額 千円 0 275 7,973 2,389 256 237 0 500 500

過年度分損益勘定留保資金 千円 0 0 0 1,875 2,936 5,363 2,421 6,714 10,029

補てん財源合計 千円 0 275 7,973 4,264 3,192 5,600 2,421 7,214 10,529

資

本

的

収

支

合計

資

本
的

支

出

建設改良費

企業債元金償還金：既存

企業債元金償還金：新規

仮払消費税

企業債

国庫補助金

工事負担金

区　　　分

区　　　分

資

本

的

収

入

合計

他会計補助金

収

益

的

収

支

工

業

用

水

道

事

業

収

益

営

業

収

益

営

業

外

収

益

合計

工

業

用

水

道

事

業

費

用

営

業

費

用

営

業

外

費

用

合計

特

別

損

失

特

別

利

益

補

て

ん

財

源

固定資産売却代金

仮受消費税
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【収益的収支計算表】

給水収益 千円

その他営業収益 千円

小計 千円

受取利息及配当金 千円

千円

長期前受金戻入（既存） 千円

長期前受金戻入（新規） 千円

退職給与引当金戻入益 千円

雑収益 千円

小計 千円

長期前受金戻入益 千円

その他特別利益 千円

小計 千円

千円

人件費 千円

委託料 千円

修繕及び材料費 千円

動力費 千円

薬品費 千円

負担金 千円

有形減価償却費（既存） 千円

無形減価償却費（既存） 千円

減価償却費（新規） 千円

資産減耗費 千円

その他営業費用 千円

小計 千円

支払利息（既存） 千円

支払利息（新規） 千円

雑支出 千円

小計 千円

固定資産売却損 千円

その他特別損失 千円

小計 千円

千円

収益的収支差額 千円

【資本的収支計算表】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

資本的収支差額 千円

当年度分損益勘定留保資金 千円

減債積立金 千円

消費税調整額 千円

過年度分損益勘定留保資金 千円

補てん財源合計 千円

資

本

的

収

支

合計

資

本
的

支

出

建設改良費

企業債元金償還金：既存

企業債元金償還金：新規

仮払消費税

企業債

国庫補助金

工事負担金

区　　　分

区　　　分

資

本

的

収

入

合計

他会計補助金

収

益

的

収

支

工

業

用

水

道

事

業

収

益

営

業

収

益

営

業

外

収

益

合計

工

業

用

水

道

事

業

費

用

営

業

費

用

営

業

外

費

用

合計

特

別

損

失

特

別

利

益

補

て

ん

財

源

固定資産売却代金

仮受消費税

（単位：千円、消費税抜き）

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 備考

32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 32,662 有収水量見込み×供給単価

1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 1,422 過去5年間決算額の平均値

34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 34,084 上記合計

53 53 53 53 53 53 53 過去5年間決算額の平均値

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

10,392 10,392 10,046 9,917 9,908 9,792 9,554 既存施設分計算値

0 0 0 0 0 0 0 長期前受金戻入計算表参照

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

537 537 537 537 537 537 537 過去5年間決算額の平均値

10,982 10,982 10,636 10,507 10,498 10,382 10,144 上記合計

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 上記合計

45,066 45,066 44,720 44,591 44,582 44,466 44,228 上記合計

10,041 10,090 10,139 10,188 10,237 10,286 10,335 H29年度決算額×昇給率

641 641 641 641 641 641 641 過去5年間決算額の平均値

1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 過去5年間決算額の平均値

6,064 6,093 6,123 6,152 6,182 6,211 6,241 H29年度決算額×物価変動率×需要変動率

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

55 55 55 55 55 55 55 過去5年間決算額の平均値

18,328 18,328 17,982 17,852 17,843 17,728 17,440 既存施設分計算値

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

314 435 556 677 2,110 3,543 4,976 減価償却費計算表参照

928 928 928 928 928 928 928 過去5年間決算額の平均値

2,310 2,310 2,310 2,310 2,310 2,310 2,310 過去5年間決算額の平均値

39,693 39,892 39,746 39,815 41,318 42,714 43,938 上記合計

1,387 1,333 1,280 1,226 1,171 1,115 1,059 既存施設分計算値

50 75 100 125 420 714 1,007 企業債元利償還計算表参照

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

1,437 1,408 1,380 1,351 1,591 1,829 2,066 上記合計

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 上記合計

41,130 41,300 41,126 41,166 42,909 44,543 46,004 上記合計

3,936 3,766 3,594 3,425 1,673 ▲ 77 ▲ 1,776 収入-支出

（単位：千円、消費税込み）

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 備考

2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500 建設改良年次計画参照

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 工事負担金×消費税率

2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500 上記合計

5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000 建設改良年次計画参照

8,373 8,426 8,480 8,534 8,589 8,645 8,701 既存施設分計算値

0 0 0 0 88 178 268 企業債元利償還計算表参照

500 500 500 5,900 5,900 5,900 5,900 建設投資額×消費税率

13,873 13,926 13,980 73,434 73,577 73,723 73,869 上記合計

▲ 11,373 ▲ 11,426 ▲ 11,480 ▲ 43,934 ▲ 44,077 ▲ 44,223 ▲ 44,369 収入-支出

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

500 500 500 5,900 5,900 5,900 5,900 建設投資額×消費税率

10,873 10,926 10,980 38,034 38,177 38,323 38,469 補填計－積立金－留保金－消費税等

11,373 11,426 11,480 43,934 44,077 44,223 44,369 ＝資本的収支差額
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【資金残高計算表】

H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度最終予算 R元年度予算 R2年度 R3年度

当年度純利益 千円 5,583 8,762 658 ▲ 108 3,418 676 1,790 4,186 4,054

前年度未処分利益余剰金 千円 10,029 44,869 56,621 57,279 57,171 60,589 61,265 63,055 67,241

流動調整 千円 29,257 2,990 0 0 0 0 0 0 0

利益剰余金 千円 44,869 56,621 57,279 57,171 60,589 61,265 63,055 67,241 71,295

減価償却-長期前受金戻入 千円 1,507 1,506 1,506 2,691 7,869 8,130 8,323 9,035 9,112

取り崩し額 千円 0 0 0 ▲ 1,875 ▲ 2,936 ▲ 5,363 ▲ 2,421 ▲ 6,714 ▲ 10,029

過年度留保資金 千円 23,477 24,984 26,490 27,996 28,812 33,745 36,512 42,414 44,735

損益勘定留保資金 千円 24,984 26,490 27,996 28,812 33,745 36,512 42,414 44,735 43,818

資金残高 千円 69,853 83,111 85,275 85,983 94,334 97,777 105,469 111,976 115,113

【企業債残高計算表】

H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度最終予算 R元年度予算 R2年度 R3年度

企業債発行額 千円 0 125,600 116,300 28,000 0 0 0 2,500 2,500

元金償還額 千円 0 0 0 0 ▲ 1,187 ▲ 2,400 ▲ 2,421 ▲ 4,214 ▲ 7,529

過年度企業債残高 千円 0 0 125,600 241,900 269,900 268,713 266,313 263,892 262,178

企業債残高 千円 0 125,600 241,900 269,900 268,713 266,313 263,892 262,178 257,149

【業務指標値計算表】

H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度最終予算 R元年度予算 R2年度 R3年度

年間有収水量 /年 589,294 605,894 588,413 577,175 590,208 587,650 598,600 602,619 602,619

有収水量 /日 1,615 1,660 1,608 1,581 1,617 1,610 1,640 1,651 1,651

昇給率 (対 H29年度) ％ － － － － 100.0 100.50 101.00 101.50 102.00

変動率の増減 ％ － － － － － 0.50 0.50 0.50 0.50

物価変動率 (対 H29年度) ％ － － － － 100.0 100.50 101.00 101.50 102.00

変動率の増減 ％ － － － － － 0.50 0.50 0.50 0.50

需要変動率（対 H29年度） ％ － － － － 100.0 99.57 101.42 102.10 102.10

変動率の増減 ％ － － － － － -0.43 1.85 0.68 0.00

供給単価 円/ 38.2 38.5 39.3 40.0 52.8 54.5 54.2 54.2 54.2

給水原価 ※長期前受金を控除 円/ 33.1 40.4 39.5 41.3 48.8 55.7 51.3 50.5 50.7

総収支比率 ％ 128.6 125.1 102.0 99.7 108.2 101.5 104.0 110.1 109.9

経常収支比率 ％ 128.6 111.8 102.0 99.7 108.2 101.5 104.0 110.1 109.9

累積欠損金 円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業債残高 円 0 125,600 241,900 269,900 268,713 266,313 263,892 262,178 257,149

企業債残高/給水収益 ％ 0.0 538.0 1,045.4 1,168.1 861.9 831.2 813.6 802.7 787.3

資金残高 円 69,853 83,111 85,275 85,983 94,334 97,777 105,469 111,976 115,113

資金残高/給水収益 ％ 310.4 356.0 368.5 372.1 302.6 305.2 325.2 342.8 352.4

年間資本単価 円/ 2.6 19.6 22.5 30.4 38.0 38.5 38.1 35.7 34.8
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【資金残高計算表】

当年度純利益 千円

前年度未処分利益余剰金 千円

流動調整 千円

利益剰余金 千円

減価償却-長期前受金戻入 千円

取り崩し額 千円

過年度留保資金 千円

損益勘定留保資金 千円

資金残高 千円

【企業債残高計算表】

企業債発行額 千円

元金償還額 千円

過年度企業債残高 千円

企業債残高 千円

【業務指標値計算表】

年間有収水量 /年

有収水量 /日

昇給率 (対 H29年度) ％

変動率の増減 ％

物価変動率 (対 H29年度) ％

変動率の増減 ％

需要変動率（対 H29年度） ％

変動率の増減 ％

供給単価 円/

給水原価 ※長期前受金を控除 円/

総収支比率 ％

経常収支比率 ％

累積欠損金 円

企業債残高 円

企業債残高/給水収益 ％

資金残高 円

資金残高/給水収益 ％

年間資本単価 円/

区　　　分

区　　　分
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件
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工
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（単位：千円、消費税抜き）

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 備考

3,936 3,766 3,594 3,425 1,673 ▲ 77 ▲ 1,776 当年度純利益

71,295 75,231 78,997 82,591 86,016 87,689 87,612 前年度末未処分利益剰余金

0 0 0 0 0 0 0 0とする。

75,231 78,997 82,591 86,016 87,689 87,612 85,836 上記合計

9,178 9,299 9,420 9,540 10,973 12,407 13,790 減価償却費－長期前受金戻入

▲ 10,873 ▲ 10,926 ▲ 10,980 ▲ 38,034 ▲ 38,177 ▲ 38,323 ▲ 38,469 4条収支不足補填額

43,818 42,123 40,496 38,936 10,442 ▲ 16,762 ▲ 42,678 前年度末内部留保資金

42,123 40,496 38,936 10,442 ▲ 16,762 ▲ 42,678 ▲ 67,357 上記合計

117,354 119,493 121,527 96,458 70,927 44,934 18,479 利益剰余金＋内部留保資金

（単位：千円、消費税抜き）

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 備考

2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500 企業債発行額

▲ 8,373 ▲ 8,426 ▲ 8,480 ▲ 8,534 ▲ 8,677 ▲ 8,823 ▲ 8,969 償還元金（既存＋新規）

257,149 251,276 245,350 239,370 260,336 281,159 301,836 過年度企業債残高

251,276 245,350 239,370 260,336 281,159 301,836 322,367 上記合計

（単位：千円、消費税抜き）

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 備考

602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 一日平均有収水量×年間日数

1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 一日最大給水量に比例

102.50 103.00 103.50 104.00 104.50 105.00 105.50 －

0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 10年間、0.5％/年増加すると仮定

102.50 103.00 103.50 104.00 104.50 105.00 105.50 －

0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 10年間、0.5％/年増加すると仮定

102.10 102.10 102.10 102.10 102.10 102.10 102.10 推計値から算定

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ー

54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 前年度単価×改定率

50.9 51.2 51.4 51.7 54.6 57.5 60.3 事業費用 ÷ 有収水量

109.6 109.1 108.7 108.3 103.9 99.8 96.1 総収益 ÷ 総費用 × 100％

109.6 109.1 108.7 108.3 103.9 99.8 96.1 経常収益 ÷ 経常費用 × 100％

0 0 0 0 0 0 0 累積欠損金

251,276 245,350 239,370 260,336 281,159 301,836 322,367 企業債残高計算表

769.3 751.2 732.9 797.1 860.8 924.1 987.0 企業債残高 ÷ 給水収益 × 100％

117,354 119,493 121,527 96,458 70,927 44,934 18,479 資金残高計算表

359.3 365.8 372.1 295.3 217.2 137.6 56.6 資金残高÷給水収益×100％

34.9 35.0 34.6 34.5 37.3 39.9 42.2 （減価償却費＋支払利息）÷有収水量
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● 計算条件
国庫補助 補助採択 なし 起債条件 割合設定 50% 料金水準 現行 料金

● 資本的収支の推移

● 建設投資への補填額とその内訳の推移

● 収益的収支の推移

45 47 47 46 45 45 45 45 45 45

44 4442
46 45 41 41 41 41 41 41 43

45 46

0

25

50

75

100

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

（百万円）
人件費 物件費 減価償却費 支払利息 収益的収入 収益的支出

3 3 3 3 3

30 30 30 30

5 6
2

10
13 14 14 14

73 74 74 74

0

20

40

60

80

100

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

（百万円） 建設改良費 償還元金 その他 資本的収入 資本的支出

4
6

2

7
10 11 11 11

43 44 44 44

0

10

20

30

40

50

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

（百万円）
内部留保資金 消費税調整額 資本的収支不足額

決算額 予算額 推計

決算額 予算額 推計

決算額 予算額 推計

（年度）

（年度）

（年度）
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● 単年度純損益の推移

● 資金残高および企業債残高の推移

● 給水原価と供給単価、有収水量の推移

※給水原価は、長期前受け金を控除した金額

3 1 1.8 4 4 4 4 4 3 2

-0.1 -2

-10

-5
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5

10

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10
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単年度純損益
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H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

（百万円） 資金残高 企業債残高

48.8 55.7 51.3 50.5 50.7 50.9 51.2 51.4 51.7 54.6 57.5 60.3

52.8 54.5 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2 54.2

1,617 1,610
1,640 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651 1,651
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（m3/日）（円/m3）
給水原価 供給単価 有収水量

決算額 予算額 推計

決算額 予算額 推計

決算額 予算額 推計

（年度）

（年度）

（年度）
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建設改良年次計画（福崎町工業用水道事業） (単位；千円，消費税抜き)

区分 数量 単位 総事業費 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

土木設備 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 1 式 216,000 0 0 0 0 0 0 54,000 54,000 54,000 54,000

建築設備 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

調査費 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消費税 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総計 1 式 216,000 0 0 0 0 0 0 54,000 54,000 54,000 54,000

国補助 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補採択 出資金 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助率 その他 1 式 216,000 0 0 0 0 0 0 54,000 54,000 54,000 54,000

事業費 216,000 合計 1 式 216,000 0 0 0 0 0 0 54,000 54,000 54,000 54,000

土木設備 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 1 式 45,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

建築設備 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

調査費 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消費税 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総計 1 式 45,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

国補助 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補採択 出資金 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助率 その他 1 式 45,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

事業費 45,000 合計 1 式 45,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財源内訳 (単位；千円，消費税抜き)

区分 数量 単位 総事業費 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 式 130,500 0 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 式 130,500 0 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 29,500 29,500 29,500 29,500

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

ok ok ok ok ok ok ok ok ok ok ok

工種内訳 (単位；千円，消費税抜き)

区分 数量 単位 総事業費 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

拡張費 0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

1 式 261,000 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 59,000 59,000 59,000 59,000

ok ok ok ok ok ok ok ok ok ok ok

長期前受金戻入割合 (単位；千円，消費税抜き)

区分 数量 単位 総事業費 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

項目

長
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前
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金
割
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長期前受け金戻入対象額

長期前受金戻入割合
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項目

項目
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機電設備

管路設備

建築設備

合計

内　補助金及び負担金

その他費用

合計

チェック

総事業費

うち建設費

うち調査費

財
源
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訳

国補助

企業債
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合計

工
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訳

土木設備

そ
の
他
整
備
事
業

その他整備事業
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整
備
等
事
業

管路整備等事業
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元利償還集計表 （単位：千円,消費税抜き）

項目 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

元金 0 0 0 0 0 0 0 88 178 268

利子 0 0 25 50 75 100 125 420 714 1,007

起債額 利率 残高 0 2,500 5,000 7,500 10,000 12,500 41,912 71,234 100,466 129,607

H.31 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R元年度 0千円 1.0% 利子 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

H.32 元金 0 0 0 0 0 0 88 90 90 91

R2年度 2,500千円 1.0% 利子 25 25 25 25 25 25 24 23 22

残高 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,412 2,322 2,232 2,141

H.33 元金 0 0 0 0 0 0 0 88 90 90

R3年度 2,500千円 1.0% 利子 25 25 25 25 25 25 24 23

残高 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,412 2,322 2,232

H.34 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 88 90

R4年度 2,500千円 1.0% 利子 25 25 25 25 25 25 24

残高 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,412 2,322

H.35 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 88

R5年度 2,500千円 1.0% 利子 25 25 25 25 25 25

残高 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,412

H.36 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R6年度 2,500千円 1.0% 利子 25 25 25 25 25

残高 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

H.37 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R7年度 29,500千円 1.0% 利子 295 295 295 295

残高 29,500 29,500 29,500 29,500

H.38 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R8年度 29,500千円 1.0% 利子 295 295 295

残高 29,500 29,500 29,500

H.39 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R9年度 29,500千円 1.0% 利子 295 295

残高 29,500 29,500

H.40 元金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R10年度 29,500千円 1.0% 利子 295

残高 29,500

区分

起債総額

130,500 千円
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減価償却費計算表 （単位：千円,消費税抜き）
取得原価 償却方法 耐用年数 償却率 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

261,000千円 0 72 193 314 435 556 677 2,110 3,543 4,976

平成30年度 2,963千円 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 2,963千円 定額法 38 年 0.027 2,891 2,819 2,747 2,675 2,603 2,531 2,459 2,387 2,315 2,243

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成31年度 0千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成32年度 5,000千円 0 121 121 121 121 121 121 121 121

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 5,000千円 定額法 38 年 0.027 5,000 4,879 4,758 4,637 4,516 4,395 4,274 4,153 4,032

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成33年度 5,000千円 0 121 121 121 121 121 121 121

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 5,000千円 定額法 38 年 0.027 5,000 4,879 4,758 4,637 4,516 4,395 4,274 4,153

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0
平成34年度 5,000千円 0 121 121 121 121 121 121

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0

管路設備 5,000千円 定額法 38 年 0.027 5,000 4,879 4,758 4,637 4,516 4,395 4,274

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0
平成35年度 5,000千円 0 121 121 121 121 121

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0

管路設備 5,000千円 定額法 38 年 0.027 5,000 4,879 4,758 4,637 4,516 4,395

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0
平成36年度 5,000千円 0 121 121 121 121

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0

管路設備 5,000千円 定額法 38 年 0.027 5,000 4,879 4,758 4,637 4,516

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0
平成37年度 59,000千円 0 1,433 1,433 1,433

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0

管路設備 59,000千円 定額法 38 年 0.027 59,000 57,567 56,134 54,701

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0
平成38年度 59,000千円 0 1,433 1,433

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0

管路設備 59,000千円 定額法 38 年 0.027 59,000 57,567 56,134

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0
平成39年度 59,000千円 0 1,433

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0

管路設備 59,000千円 定額法 38 年 0.027 59,000 57,567

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0
平成40年度 59,000千円 0

土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0

機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0

管路設備 59,000千円 定額法 38 年 0.027 59,000

建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0
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長期前受金戻入計算表 （単位：千円,消費税抜き）
取得原価 償却方法 耐用年数 償却率 R元年度予算 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

0千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成30年度 0千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成31年度 0千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成32年度 0千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成33年度 0千円 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0 0
平成34年度 0千円 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0 0

平成35年度 0千円 0 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0 0
平成36年度 0千円 0 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0 0
平成37年度 0千円 0 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0 0
0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0 0
0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0
0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0 0

平成38年度 0千円 0 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0 0
平成39年度 0千円 0 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0 0

0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0 0

0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0

0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0 0
平成40年度 0千円 0

0.0% 土木設備 0千円 定額法 58 年 0.018 0
0.0% 機電設備 0千円 定額法 16 年 0.062 0
0.0% 管路設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0
0.0% 建築設備 0千円 定額法 38 年 0.027 0
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【水需要実績と将来予測結果】 
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福崎町工業用水道事業 給水量の実績値（平成20年度～平成29年度）
契約数 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

企業01 1契約 5,290 5,660 6,618 4,938 3,919 4,571 5,034 3,136 2,460 3,170

企業02 1契約 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業03 1契約 13,075 15,450 12,310 14,147 21,890 23,184 13,443 10,328 8,852 7,559

企業04 2契約 15,140 19,682 12,380 15,499 8,699 7,669 5,191 11,060 6,627 4,632

企業05 1契約 47,130 35,050 28,106 20,822 26,124 36,812 30,632 27,795 31,268 32,052

企業06 1契約 88,580 93,200 112,234 123,448 122,020 129,948 120,395 88,120 80,341 96,053

企業07 1契約 14,440 15,010 15,182 21,414 19,869 18,567 16,228 20,669 20,292 17,720

企業08 1契約 27,960 20,130 15,860 17,195 20,021 19,879 22,187 23,730 18,139 14,064

企業09 - 0 0 0 0 0

企業10 1契約 14,448 12,660 13,790 14,177 11,397 13,888 13,727 14,576 13,145 12,631

企業11 1契約 6,040 6,220 4,681 4,568 4,693 6,126 7,368 11,207 6,759 7,944

企業12 1契約 5,690 5,370 6,385 7,100 8,520 461 150 145 505 1,491

企業13 1契約 79,780 59,911 68,020 83,384 66,515 65,030 50,258 49,119 70,328 62,103

企業14 1契約 8,050 8,750 9,533 7,944 8,099 5,898 6,299 3,893 3,334 3,135

企業15 1契約 75,350 72,610 80,030 78,569 75,297 76,951 77,701 83,700 74,880 67,407

企業16 1契約 1,840 1,490 2,677 1,787 3,156 1,939 2,280 3,174 541 357

企業17 1契約 4,720 4,100 4,681 4,677 5,463 4,496 4,700 4,696 4,348 3,762

企業18 2契約 5,440 6,520 5,510 3,557 3,200 4,464 4,175 4,417 2,276 2,272

企業19 1契約 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業20 1契約 8,290 4,630 6,983 8,365 6,675 8,803 5,328 3,969 5,816 5,505

企業21 1契約 10,990 10,890 13,720 14,158 11,710 13,497 17,739 24,524 13,859 15,032

企業22 1契約 14,160 16,560 14,789 9,560 12,788 10,949 13,349 10,147 8,690 12,614

企業23 1契約 1,800 1,610 1,760 1,401 2,041 1,409 1,558 2,006 453 814

企業24 1契約 23,000 20,700 21,364 14,041 14,867 16,101 20,787 20,269 20,619 18,163

企業25 1契約 52,524 23,550 32,562 31,366 29,055 49,697 33,376 15,143 12,853 23,161

企業26 - 4,340 4,963

企業27 1契約 20,230 14,996 26,570 19,884 25,072 31,935 34,265 25,926 18,493 13,544

企業28 1契約 13,120 10,163 14,710 16,481 8,850 5,909 6,520 8,608 8,773 7,878

企業29 1契約 4,290 4,540 5,020 5,928 5,763 5,110 4,259 4,313 3,887 4,427

企業30 1契約 26,001 88,945 113,743 139,637 152,718

30契約 /年 565,717 494,415 535,475 544,410 525,703 589,294 605,894 588,413 577,175 590,208

単位　　企　業　名
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福崎町工業用水道事業
契約数

企業01 1契約

企業02 1契約

企業03 1契約

企業04 2契約

企業05 1契約

企業06 1契約

企業07 1契約

企業08 1契約

企業09 -

企業10 1契約

企業11 1契約

企業12 1契約

企業13 1契約

企業14 1契約

企業15 1契約

企業16 1契約

企業17 1契約

企業18 2契約

企業19 1契約

企業20 1契約

企業21 1契約

企業22 1契約

企業23 1契約

企業24 1契約

企業25 1契約

企業26 -

企業27 1契約

企業28 1契約

企業29 1契約

企業30 1契約

30契約 /年

単位　　企　業　名

給水量の推計値（平成30年度～令和10年度）
H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

2,922 2,922 2,922 2,922 2,922 2,922 2,922 2,922 2,922 2,922 2,922

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8,913 8,913 8,913 8,913 8,913 8,913 8,913 8,913 8,913 8,913 8,913

7,440 7,440 7,440 7,440 7,440 7,440 7,440 7,440 7,440 7,440 7,440

30,372 30,372 30,372 30,372 30,372 30,372 30,372 30,372 30,372 30,372 30,372

88,171 88,171 88,171 88,171 88,171 88,171 88,171 88,171 88,171 88,171 88,171

19,560 19,560 19,560 19,560 19,560 19,560 19,560 19,560 19,560 19,560 19,560

18,644 18,644 18,644 18,644 18,644 18,644 18,644 18,644 18,644 18,644 18,644

13,451 13,451 13,451 13,451 13,451 13,451 13,451 13,451 13,451 13,451 13,451

8,637 8,637 8,637 8,637 8,637 8,637 8,637 8,637 8,637 8,637 8,637

714 714 714 714 714 714 714 714 714 714 714

60,517 60,517 60,517 60,517 60,517 60,517 60,517 60,517 60,517 60,517 60,517

3,454 3,454 3,454 3,454 3,454 3,454 3,454 3,454 3,454 3,454 3,454

75,329 75,329 75,329 75,329 75,329 75,329 75,329 75,329 75,329 75,329 75,329

1,357 1,357 1,357 1,357 1,357 1,357 1,357 1,357 1,357 1,357 1,357

4,269 4,269 4,269 4,269 4,269 4,269 4,269 4,269 4,269 4,269 4,269

2,988 2,988 2,988 2,988 2,988 2,988 2,988 2,988 2,988 2,988 2,988

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,097 5,097 5,097 5,097 5,097 5,097 5,097 5,097 5,097 5,097 5,097

17,805 17,805 17,805 17,805 17,805 17,805 17,805 17,805 17,805 17,805 17,805

10,484 10,484 10,484 10,484 10,484 10,484 10,484 10,484 10,484 10,484 10,484

1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091

19,684 19,684 19,684 19,684 19,684 19,684 19,684 19,684 19,684 19,684 19,684

17,052 17,052 17,052 17,052 17,052 17,052 17,052 17,052 17,052 17,052 17,052

19,321 19,321 19,321 19,321 19,321 19,321 19,321 19,321 19,321 19,321 19,321

8,420 8,420 8,420 8,420 8,420 8,420 8,420 8,420 8,420 8,420 8,420

4,209 4,209 4,209 4,209 4,209 4,209 4,209 4,209 4,209 4,209 4,209

152,718 152,718 152,718 152,718 152,718 152,718 152,718 152,718 152,718 152,718 152,718

602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619 602,619

水需要予測の推計手順

Step1 ：過去10ヵ年データから将来10年間を時系列傾向分析
Step2 ：時系列傾向分析の判定（決定係数＆結果判断）　⇒　全て不適　⇒　実績平均値を採用
Step3 ：平均算定期間の設定　⇒　過去の数値変動が大きい企業も多く概ね妥当な期間3年を設定
Step4 ：企業ごとに3年（H27年度～H29年度）平均値を算定
Step5 ：企業30は増加見込み。　⇒　実績平均では過少値　⇒　経営的に安全側となるH29年度実績値を適用
Step6 ：企業ごとの水量を集計、これを水需要予測結果として適用
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【更新需要の検討結果】 
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１．更新需要の検討結果 

工業用水道事業を持続するためには、これまで建設してきた施設を常に正常な状態で維持し続けるこ

とが重要である。ここでは、現在まで取得した資産について、定期的な更新整備を実施した場合の更新

需要費を算定する。

具体的には、資産種別ごとの更新サイクルについて、複数案のシナリオを設定し、各シナリオにおけ

る資産の健全度（劣化状況）を見える化するとともに、シナリオごとの更新需要費を算定する。さらに、

シナリオごとの更新需要費と劣化状況より、本町における標準的な更新サイクルを決定する。

１）更新シナリオの設定

施設更新の方針について次の４通りのシナリオを設定した。

シナリオ①：更新事業を実施しない。

シナリオ②：法定耐用年数を基準として更新する。

シナリオ③：機電を法定耐用年数で更新し、土木、管路、建築資産を延命化

（法定耐用年数の 1.5倍）する。
シナリオ④：機電を含む全ての施設を延命化（法定耐用年数の 1.5倍）する。

表 1-1 更新シナリオの設定
分類 耐用年数 シナリオ① シナリオ② シナリオ③ シナリオ④

土木 60 － 60 90 90 
機電 15 － 15 15 23 
管路 40 － 40 60 60 
建築 40 － 40 60 60 

２）算定条件

更新需要費を算定するにあたって条件を設定した。

【耐用年数】 

固定資産台帳データの各資産を分類し、地方公営企業法施行規則に準拠した耐用年数を設定した。

【施設延命化の目安】 

施設延命化の目安は、表 1-1 更新シナリオの設定に準じた。

【物価変動に伴う費用の増加】 

更新需要費は、固定資産台帳の帳簿原価（建設当時の価格）を、デフレータ係数により物価変動を補

正した現在価格とした。

【資産年齢構成による健全度の評価】 

資産の健全度(劣化状況)は、資産年齢構成に応じて「健全資産」、「経年化資産」、「老朽化資産」に分

類・評価する。 
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① 健全資産 

法定耐用年数を超過していない資産で、継続使用が可能と考えられる資産。 

② 経年化資産 

健全資産と老朽化資産の中間段階である。法定耐用年数を超過し、更新時期に達しているが、資

産の劣化状況や重要度によっては、継続使用できる資産。 

③ 老朽化資産 

法定耐用年数から一定の期間を経過しており、事故・故障等を未然に防止するためには速やかに

更新すべき資産。 

表 1-2 資産の健全度による区分
名称 説明

① 健全資産 経過年数が法定耐用年数以内の資産

② 経年化資産 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5倍の資産
③ 老朽化資産 経過年数が法定耐用年数の 1.5倍を超えた資産

３）資産の状況

本町が所有する資産状況（土地、車両、備品は除外）を整理した。

デフレータ係数により、現在の物価に割り戻した資産総額は、約 1,444,000 千円である。内約 63%
（912,000千円）を管路資産が占めている状況である。

図 1-1 資産割合
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４）シナリオ①：更新事業を実施しない場合

【資産の将来見通し】 

更新事業を実施しない場合の資産健全度は、図 1-2のとおり。
資産総額 1,444,000千円に対する健全資産額は、平成 25年の 1,230,000千円（資産割合：85.1％）
に対して、30年後の令和 25年には 634,000千円（資産割合：43.9％）まで低下する。令和 60年以降
は 0円となり、経年化資産あるいは老朽化資産のみとなる。

図 1-2 更新事業を実施しない場合の資産健全度

【更新需要費の算定】 

更新事業を実施しない場合の更新需要費は、図 1-3のとおり。
現実的ではないが、更新事業を実施しないため、更新需要費は 0円となる。

図 1-3 更新事業を実施しない場合の更新需要

（年）

（年）
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５）シナリオ②：法定耐用年数を基準として更新する場合

【資産の将来見通し】 

法定耐用年数を基準として更新事業を実施する場合の資産健全度は、図 1-4のとおり。
資産総額 1,444,000千円に対する健全資産額は、平成 25年の 1,230,000千円（資産割合：85.1%）
に対して、15年後の令和 10年には 1,444,000千円（資産割合：100%）まで改善する。また、令和 10
年以降も法定耐用年数を超過した時点で更新するため、原則として、経年化資産や老朽化資産は発生し

ない。よって、永続的に水道施設の健全性を保つことができる。

図 1-4 法定耐用年数を基準として更新する場合の資産健全度

【更新需要費の算定】 

法定耐用年数を基準として更新事業を実施する場合の更新需要費は、図 1-5のとおり。 
現在までの建設投資額の年間平均 24,000 千円に対して、今後の更新需要費は年間平均 43,000 千円
（約 1.8倍）の費用が必要となる。

図 1-5 法定耐用年数を基準とする場合の更新需要

（年）

（年）
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６）シナリオ③：法定耐用年数を基準としつつ、土木、管路、建築資産を延命化する場合 

【資産の将来見通し】 

機電を法定耐用年数で更新し、土木、管路、建築資産を延命化（法定耐用年数の 1.5倍）する場合の
資産健全度は図 1-6のとおり。
資産総額 1,444,000千円に対する健全資産額は、平成 25年の 1,230,000千円（資産割合： 85.1%）
に対して、10年後の令和 5年には 1,000,000千円（資産割合：69.2％）まで低下する。しかし令和 10
年以降は、資産が老朽化する直前（法定耐用年数の 1.5 倍を超えた時点）に更新整備を実施するため、
健全資産が増加していく。また、将来にわたり老朽化資産が発生することはなく、健全資産と経年化資

産のみが増減を繰り返す状態となる。

図 1-6 土木、管路、建築資産を延命化する場合の資産健全度

【更新需要費の算定】 

土木、管路、建築資産を延命化する場合の更新需要費は、図 1-7のとおり。
現在までの建設投資額の年間平均 24,000 千円に対して、今後の更新需要費は年間平均 32,000 千円
（約 1.3倍）の費用が必要となる。

図 1-7 土木、管路、建築資産を延命化する場合の更新需要

（年）

（年）
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７）シナリオ④：全ての施設を延命化して更新する場合

【資産の将来見通し】 

機電を含む全ての施設を延命化（法定耐用年数の 1.5倍）する場合の資産健全度は、図 1-8のとおり。
資産総額 1,444,000千円に対する健全資産額は、平成 25年の 1,230,000千円（資産割合：85.1 %）
に対して、5年後の令和 5年には 999,000千円（資産割合：69.1％）まで低下する。しかし令和 10年
は、資産が老朽化する直前（法定耐用年数の 1.5倍を超えた時点）に更新整備を実施するため、健全資
産が増加する。また、将来にわたり老朽化資産が発生することはなく、健全資産と経年化資産のみが増

減を繰り返す状態となる。

図 1-8 全資産を延命化（法定耐用年数の 1.5倍）する場合の資産健全度

【更新需要費の算定】

施設を延命化（法定耐用年数の 1.5倍）する場合の更新需要費は、図 1-9のとおり。
現在までの建設投資額の年間平均 24,000 千円に対して、今後の更新需要費は年間平均 28,000 千円
（約 1.2倍）の費用が必要となる。シナリオ③に対し、シナリオ④における更新需要費は 4,000千円減
少する。

図 1-9 全資産を延命化（法定耐用年数の 1.5倍）する場合の更新需要

（年）

（年）
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８）更新基準の決定

計画的な更新整備を実施する場合の更新需要費について、4ケースのシナリオを設定し、資産の将来
見通しを評価するとともに、更新事業を実施する 3ケースについて、更新需要費を算定した。3ケース
の違いは、単純な更新サイクルの違いであるが、当該計画では、最も現実的なシナリオとして、シナリ

オ③の更新サイクルを更新基準として設定した。シナリオの決定根拠を以下に示す。

【シナリオの決定根拠】 

シナリオ②は、耐用年数に応じた更新サイクルである。最も健全性のある更新サイクルであるが、実

際の運用とはかけ離れた更新サイクルである。さらに、更新需要費が 3ケースのシナリオの中で最高額
となるため「不適」とした。

一方、シナリオ③及びシナリオ④は、施設延命化を考慮して更新サイクルを設定しており、ともに老

朽化資産は発生せず、水道施設の持続的な運営が可能である。このうちのシナリオ③は、「機電」を法

定耐用年数で更新することと設定したため、シナリオ④に比べて更新需要費が約 4,000千円／年ほど増
加している。

ここで、本町では、水源地から配水池への送水を加圧ポンプによる圧力送水しており、これら機械・

電気設備が故障した場合、重要施設への給水に支障をきたす恐れがあることから、当該計画では、この

シナリオ③の更新基準を採用することとした。

【更新需要費の見込み】 

以下に今後 60年の工業用水道における更新需要費の見込みを示す。

図 1-10 更新需要費

（年）
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